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毎年、行政需要の増大や行政の複雑・多様化等に伴う業務の変化に対応し、能率的な行政運営
を推進するとともに、適正かつ安定した人事運用を確保するため、所要の見直しを行っており、
令和７年度においても、令和７年８月末の各府省要求に始まる予算編成過程において、人事院は
労使双方の意見を聴取して級別定数の設定・改定等に関する案を作成し、予算概算閣議決定前の
同年12月18日に意見として内閣総理大臣に提出した。この人事院の意見を反映した予算の成立を
視野に、人事院は各府省における級別定数の運用に必要な事項等を加えた級別定数等に係る意見
の申出を令和８年３月31日に内閣総理大臣に行った。人事院の意見の申出を受けて、内閣総理大
臣は、意見の申出どおり級別定数の設定・改定等を行った。
このほか、令和７年度の年度途中において政府が行った機構の新設及び定員の増減等に対応し
て、人事院は、級別定数の設定・改定等に関する意見の申出を２件行った。人事院の意見の申出
を受けて、内閣総理大臣は、いずれも意見の申出どおり級別定数の設定・改定等を行った。
 職務の級の決定等の審査
職員の採用、昇格、昇給に当たっての給与決定については、規則９８等に定める基準に従い、
各府省において決定できることとしている。ただし、本府省の企画官等の標準的な職務の級であ
る行政職俸給表（一）７級以上の上位級への決定において基準どおりでない例外的な給与決定に
係る案件や、民間における特に有用な知識・経験を有する者の初任給決定における特例的な決定
を行う案件等については、人事院への協議を必要としている。このため、人事院は各府省からの
個別の協議に応じ、審査を行った。

４ 独立行政法人等の給与水準の公表
総務大臣が定める給与水準公表のガイドライン等に基づき、独立行政法人、国立大学法人、特殊
法人及び認可法人等の給与水準が公表されている。人事院は、これら法人（令和７年度190法人）
による給与水準の公表に当たり、各法人と国家公務員との給与の比較指標等を作成、提供するなど、
専門機関として必要な協力を行った。
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